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☆「強い中小企業」改革 ②
中小企業再生と中小企業基本法…………… ⑴

はじめに
　2020年は、新型コロナウイルス感染症（以下、「感
染症」という。）の世界的流行に伴い、我が国の経済
にも未曽有の事態が生じた。引き続き2021年も、変
異株の流行で緊急事態宣言が発令され、現在も予断
を許さない状況が続いており、収束までにはあと３
年から５年はかかるといわれている。
　特に飲食、宿泊、サービス、イベント関係の事業

については売り上げが大幅に減少し、資金力の乏し
い中小企業にとっては厳しい選択に迫れている。事
業継続するには運転資金を不足させないということ
生命線であり、今回は100年に１度の緊急事態のな
か、国による緊急融資支援制度に救われた企業も多
い。
　会社の終焉は、①売却、②倒産、③廃業の３つし
かなく、倒産の危機に陥ったとき、経営を健全化さ
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